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災害からの復興における社会基盤整備への
復興資材等の利用のあり方に関する提言

－ 解 説 －

2014年3月

公益社団法人 地盤工学会
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Ⅰ．本提言の前提
■循環型社会構築に向けた取り組み
■東日本大震災における災害廃棄物等の発生と処理
■災害復興事業と資材利用
■将来の災害に備えて

Ⅱ．社会基盤整備への復興資材等の利用のあり方に関する基本方針
■強靭な社会基盤の整備
■復興資材等の利用の推進
■複数事業の総和としての最適化を目指す取り組み

Ⅲ．基本方針の実現を目指すために必要な取り組み
■復興資材等の利用を促進する枠組・制度の整備
■強靭で環境安全な土構造物の構築（ガイドライン）
■高次な「資材マネジメント」の実施
■啓発活動と継承

“提言”の構成
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災害廃棄物から再生された復興資材の有効活用ガイドライン

第1章 総説
目的、基本的な考え方、用語、関連する法令と指針

第2章 共通事項
有効活用の範囲、有効活用の記録・保存 ＜トレーサビリティー＞、

品質評価、ストックヤード活用の考え方、環境安全性、放射性物

質の影響、検査頻度、その他留意すべき事項

第3章 用途と活用方法
海岸堤防、河川堤防、港湾施設、水面埋立、土地造成、道路盛

土、鉄道盛土、農用地、海岸防災林、工作物の埋戻し材料、裏

込め材

第4章 循環資材による復興資材の改良
循環資材の活用、環境安全性

第5章 モニタリング
モニタリングの基本的な考え方、施工時のモニタリング、施工後のモニ

タリング

地盤工学会ホームページ（jiban.or.jp）
より全文ダウンロード可能

委託元： （独）国立環境研究所
事務局： （公社）地盤工学会 ・ （一社）泥土リサイクル協会
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ガイドラインの構成

第4章 循環資材による復興資材の改良

第5章 モニタリング

3.1 海岸堤防
3.2 河川堤防
3.3 港湾施設
3.4 水面埋立
3.5 土地造成
3.6 道路盛土

1.1 目的
1.2 基本的な考え方
1.3 用語について
1.4 関連する法令と指針

2.1 有効活用の範囲
2.2 有効活用の記録・保存
2.3 品質評価
2.4 ストックヤードの活用
2.5 環境安全性
2.6 放射性物質の影響
2.7 検査頻度
2.8 その他留意すべき事項

特に 2.4, 2.5 と関連

特に 2.2, 2.5 と関連

3.7 鉄道盛土
3.8 農用地
3.9 海岸防災林
3.10 工作物の埋戻し
3.11 裏込め

第3章 用途と活用方法
第1章 総説

第2章 共通事項
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第1章 総説
1.1 目的

東日本大震災からの復興に向けた社会基盤整備
事業では、環境負荷に配慮しながら、安全で品質の
良い強靭な社会基盤を残していく必要がある。

本ガイドラインは、新たな試みである災害廃棄物
（津波堆積物を含む）の処理から得られた「復興資
材」の利用に関して、地盤工学特性と環境安全性に
基づく品質管理や設計施工に資することを目的とす
る。
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1.3 用語について

• 使用頻度が高く重要な用語を整理

–復興資材

–循環資材

–災害廃棄物

–分別土砂

–津波堆積土、津波堆積物

– コンクリートがら

– コンクリート再生砕石
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復興資材

循環資源・廃棄物注1)

循環資源注2）

分別土砂

災害廃棄物から再生された分別土砂

津波堆積物注4）由来の分別土砂

コンクリート再生砕石

災害廃棄物等注3)

建設副産物
産業副産物

津
波
堆
積
土

金属等

注1) 循環型社会形成推進基本法のいう「廃棄物等」と同義である。循環型社会形成推進基本法：http://law.e-
gov.go.jp/htmldata/H12/H12HO110.html
注2) 循環資源のうち，建設資材として利用可能なものを「循環資材」という。「循環資材」は，本ガイドラインで定義している。
注3) 災害廃棄物および津波堆積物（注4)参照）をいう。
注4) 津波堆積物処理指針(http://www.env.go.jp/jishin/attach/sisin110713.pdf)の定義による。
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第2章 共通事項

2.1 有効活用の範囲
2.2 有効活用の記録・保存

＜トレーサビリティー＞
2.3 品質評価
2.4 ストックヤードの活用
2.5 環境安全性
2.6 放射性物質
2.7 検査頻度
2.8 その他留意すべき事項
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2.1 有効活用の範囲

復興資材は、公共工事および公共工事に準

ずる工事に利用するものとする。

【解説】

「東日本大震災からの復旧復興のための公共工事における災害廃棄物由来の
再生材の活用について（通知）」3）（平成24 年5 月25 日 環境省 環廃対発第
120525001 号、環廃産発第120525001 号、以後、「再生材活用通知」と称す。参考
資料－1に全文を掲載）の要件項目④に基づけば、復興資材の有効活用は、公共
工事に限定することが望まれる。
公共工事は、一般に、国、都道府県、市町村などの発注工事を対象としている
が、これ以外にも、独立行政法人等が発注する工事で、施工に関する基準（土木
施工管理基準、共通仕様書、工事必携等）が整備されているものや、自治体に許
可・申請を受けた民間開発行為において、工事の施工管理を行う人的体制が整い、
建設後に施設の運用が自治体に移管される工事は、本ガイドラインでは公共工事
に準ずるものとみなし、復興資材の有効活用を図ることとする。
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2.2 有効活用の記録・保存
＜トレーサビリティー＞

工事請負者は、公共工事の竣工図書等に、「復興資材」の
種類に関する情報、利用範囲、品質管理記録、工事記録等
を書類として整理し、適切に管理することが必要である。工事
発注者は、受領した当該書類を台帳等として整理して必要な
期間保存し、台帳等を必要に応じて第三者に公開する。

「復興資材」の種類に関する情報

• 復興資材の種類
• 復興資材の量
• 復興資材の中間処理等が行われた場所

• 中間処理等が行われる前に災害廃棄物と
して仮置きされていた場所

• 廃棄物に該当しないものの要件を満たすこ
とを示す根拠

左記に加えて、第5章に示すよ

うに、環境安全性の試験結果、
ならびに、供用中の環境モニタ
リングの結果を記録し、保存す
ることが重要

必要書類と役割分担
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2.5 環境安全性

環境安全性については、土壌の汚染に係る環境基
準8)（以下、土壌環境基準という）や土壌汚染対策法
施行規則9）による汚染状態に関する基準を踏まえつ
つ、現状有姿や利用形態を勘案した適切な評価を
行うものとする。

【解説】

環境安全性については、土壌環境基準や土壌汚染対策法に基づく土壌溶出量
基準及び土壌含有量基準（合わせて「汚染状態に関する基準」という。）を活用し
つつ、自然由来等のために土壌環境基準をわずかに超過する分別土砂等につい
ては、現状有姿や利用形態を勘案した適切な評価を行い、利用後の管理・保管・
モニタリング方法を含めた有効利用方法を考えることが重要である。
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1) 土壌の汚染に係る環境基準の適用について
（特に、3倍値基準）

ただし、3倍値基準の適用は「原状において」の制約条件があり、盛土等

に適用された事例はない。また、「原状において」は盛土等への利用後の
状態を指すことになるため、盛土等への利用のためには、「地下水面から
離れており」の状態を担保する必要がある。担保するための方法としては、
盛土等に利用する範囲が地下水面下にならないよう地下水位の上昇を防
止する施工方法および構造とすること、あるいは盛土等に利用する範囲が
地下水面から離れた状態であることを、施工時および施工後のモニタリン
グ（5.2節、5.3節参照）で確認すること等が考えられる。

カドミウム、鉛、六価クロム、砒（ひ）素、総水銀、セレン、ふっ素およびほ
う素について、その土壌と地下水との関係より、土壌環境基準値と備考欄
記載の基準値（3倍値基準）のふたつが規定されている。すなわち、基準
不適合土壌が地下水面から離れており、かつ、原状において当該地下水
中のこれら物質の濃度が地下水環境基準の値を超えていない場合には3

倍値基準を適用できるものとしている。
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2.6 放射性物質

一定濃度以上の放射性物質を含む資材に関して
は、放射線被ばくの防止の観点を踏まえつつ、放射
性物質の濃度レベルや用途・利用環境等を考慮した
適切な管理を行う。

「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の影響を受けた廃棄物の処理
処分等に関する安全確保の当面の考え方について（平成23年6月3日、原子力安

全委員会）」17)の考え方を踏まえて整理された「福島県内の災害廃棄物の処理の方
針（平成23年6月23日、環境省）」18)により、「市場に流通する前にクリアランスレベ
ルの設定に用いた基準（0.01 mSv/年）以下になるよう、放射性物質の濃度が適

切に管理されていれば再生利用が可能」との考え方が示されている。さらに、「ク
リアランスレベルを超える場合であっても、追加線量を0.01 mSv/年以下に低くする

ための対策を講じつつ、管理された状態で利用することは可能」との考え方が示さ
れている。また、「管理された状態での災害廃棄物（コンクリートくず等）の再生利
用について（平成23年12月27日、環境省）」19）において、被災地における管理され
た状態での災害廃棄物の再生利用の考え方が示されている。
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第3章 用途と活用方法

3.1 海岸堤防
3.2 河川堤防
3.3 港湾施設
3.4 水面埋立
3.5 土地造成
3.6 道路盛土
3.7 鉄道盛土
3.8 農用地
3.9 海岸防災林
3.10  工作物の埋戻し材料
3.11  裏込め材
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3.1 海岸堤防

復興資材を海岸堤防の盛土材として活用する場合、
盛土材としての適性を確認し、必要に応じて土質改
良を行う。

図-3.1 海岸堤防復旧構造例 （文献25)を一部修正）

25） 粘り強い構造の海岸堤防について（http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/kaigan _hyouka/dai01/09-08.pdf）
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3.5 土地造成

復興資材を宅地造成の盛土材料として利用する場合
は、盛土材料としての機能を満足する品質の材料を選
定もしくは品質を満足するように改良するものとする。ま
た、公園・緑地造成には、造成の基本形状となる「構造
基盤」と、植栽を行うための表層部を形成する「植栽基
盤」があり、復興資材の性状等により利用部位などを工
夫して活用する。

「宅地造成」と「公園・緑地造成」に分けて記述。

1) 宅地造成

「迅速な復旧・復興に資する再生資材の宅地造成盛土への活用に向けた基本
的考え方」に規定する盛土材料の品質

2) 公園・緑地造成

宅地造成に準ずるが、造成地盤上に構造物を構築しない場合や若干の沈下・変
形が許容される場合にはこの限りではなく、設計者の判断によってさらに緩和され
た材料規定とすることができる。「港湾緑地の植栽設計・施工マニュアル」を参考。
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3.9 海岸防災林

復興資材を活用して海岸防災林の生育基盤およ
び盛土の造成を行う場合、材料の透水性、保水性お
よび土壌硬度に留意し、必要に応じて土質改良を行
う。

図-3.8 海岸防災林復旧による将来イメージ40）

40） 海岸防災林の復旧（林野庁東北森林管理局仙台森林管理署）http://www.rinya.maff.go.jp/tohoku/koho/saigaijoho/pdf/sendai.pdf
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第4章 循環資材による復興資材の改良

循環資材には、復興資材に混合することにより粒度調整を
はかったり、力学特性の改善効果を発揮するものがある。し
たがって、循環資材を活用することにより、復興資材の用途
先で要求される性能を満足できる場合がある。

4.1 循環資材の活用

循環資材は環境安全性において配慮すべき化学物質を含
む場合があるため、環境安全性を確認したうえで活用する。

4.2 環境安全性
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第4章 循環資材による復興資材の改良

4.1 循環資材の活用

4.2 環境安全性

表-4.1 復興資材の改良が期待できる循環資材の例  

循環資材 期待される改良効果 

コンクリート再生砕石 粒度調整等 

石炭灰（フライアッシュ） 含水比調整等。ポゾラン反応を示す場合がある。 

石炭灰（クリンカーアッシュ） 粒度調整等 

高炉スラグ 粒度調整、ポゾラン反応等 

製鋼スラグ 粒度調整等 

フェロニッケルスラグ 粒度調整等 

銅スラグ 粒度調整等 

製紙スラッジ焼却灰 含水比調整等 

廃石膏ボード 含水比調整、農用地土壌改質等 

建設発生土 粒度調整等 

 

確認すべき環境安全性の対象としては、(1) 循環資材単味での環境安全
性、(2)復興資材に循環資材を混合した混合物としての環境安全性、の二つ
がある。なお、復興資材・循環資材それぞれ単味では基準を満足していて
も、混合することによってpHなどの化学特性が変化し、混合物として基準
を超過するようなケースもあるので、注意が必要である。

22



第5章 モニタリング

災害廃棄物由来の復興資材、特に分別土砂には、(1)有害物質への配慮
が必要なもの、(2)木くず等の有機物・可燃物の残存の影響が考えられるも
の、(3) (1)および(2)には該当せず通常の土砂と同様に利用できるものとがあ
る。

(1)の有害物質への配慮が必要なものとしては、利用用途を限定して基準

超過した土砂を有効利用する場合などが考えられ、利用場所周辺の地下水
等への影響を観測するためにモニタリングを行う。施工中と施工後が対象と
なる。

(2)の木くず等を含む材料については、材料がおかれた環境や木くずの混

入率によっては木くずが分解し、沈下や汚水・ガス発生の可能性があるため、
それによる環境影響の防止・監視を目的としてモニタリングを行う。主に施工
後が対象となる。(1)と(2)の両方の特性を有する分別土砂については、その
両方の考え方に基づいてモニタリングを行う。

(3)の土砂については、通常の土工で行われているモニタリングに準じて実

施する。

5.1 モニタリングの基本的な考え方
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表-5.1 復興資材を有効利用する場合の、有害物質による環境影響に関するモニタリングの考え方 

No. 材料履歴と環境分析結果 利用先制限 施工後 

モニタリング注） 分別処理前 

分析 

他の材料との

混合 

分別土砂の 

改質 

分別・改質 

処理後分析 

1 基準適合 無 無 基準適合 制限なし 不要 

2 基準適合 無 無 分析なし 制限なし 不要 

3 実施の有無を

問わない 

有 無 基準適合 制限なし 不要 

4 実施の有無を

問わない 

有 有 

（不溶化を目

的としない改

質－石膏や石

灰等－に限る） 

基準適合 制限なし 不要 

5 基準超過 実施の有無を

問わない 

有 

（不溶化を目

的とした改質

－キレート処

理等－を含む） 

基準適合 制限なし 「緩やかなリスク

管理（レベル1）」

の考え方でモニタ

リングを実施 

6 基準超過／基

準適合が確認

できていない

もの 

実施の有無を

問わない 

実施の有無を

問わない 

基準超過／基

準適合が確認

できていない

もの 

制限あり 「厳格なリスク管

理（レベル2）の考

え方でモニタリン

グを実施 

注）有効利用後に環境安全性が継続して確保されていることの確認 

「材料履歴や環境分析結果により、リスク管理の考え方は異なってくる」
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参考-1 東日本大震災からの復旧復興のための
公共工事における災害廃棄物由来の再生材の
活用について（通知）

参考-2 維持管理に関する評価基準
参考-3 対象構造物と用途毎の要求品質一覧
参考-4 復興資材と循環資材を混合した盛土実証試験
参考-5 復興資材の利用実績

【参考資料】
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第21回地下水・土壌汚染とその防止対策に関する研究集会
開催日：2015年6月18日（木）～19日（金）
開催場所：九州大学伊都キャンパス椎木講堂
「災害廃棄物再生資材利用の取組みを通して」
特別講演：勝見武

「災害廃棄物から再生された復興資材の有効活用に資するための
地盤工学会からの提言とガイドラインについて」
○肴倉宏史・勝見武・野口真一・中村吉男

「災害廃棄物由来の再生土砂を用いた盛土実証試験」
○中村吉男・野口真一・肴倉宏史・勝見武

第11回環境地盤工学シンポジウム
開催日：2015年7月6日（月），7日（火）
開催場所：日本大学工学部 62号館 3階 6231教室，6232教室
「災害廃棄物から再生された復興資材を有効活用するための提言ならびに
ガイドライン制定の取り組み」
○肴倉宏史・勝見武・野口真一・中村吉男

「分別土砂と循環資材を原位置混合し生成した復興資材による試験盛土（第１報）」
○野口真一・中村吉男・肴倉宏史・勝見武

「分別土砂と循環資材を原位置混合し生成した復興資材による試験盛土（第２報）」
○中村吉男・小島淳一・野口真一・肴倉宏史・勝見武

復興資材活用ガイドラインに関する講演
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○万能な固化材はない！
・建設汚泥処理用の一例

○利用用途を明確に！
・災害廃棄物から再生された復興資材の有効活用ガイドライン

分別土砂等の有効利活用技術

・対象泥土特性
自硬性汚泥と非自硬性汚泥
高有機質土
高含水比

・利用用途に応じた要求品質
品質区分と品質基準値
pHと再泥化

・環境安全性
環告46号と環告19号

・デリバリー
地廃地消、運搬費の低減
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○混合攪拌する技術が重要！

安定的かつ継続的に
満足するための技術

改良技術とは
要求品質ならびに環境安全性
を安定的かつ継続的に満足す
るために必要な処理技術。

廃棄物該当性判断
建設汚泥または建設汚泥処
理物に土砂を混入したものは
自然物たる土砂とは異なるもの
であり廃棄物と土砂の混合物
となる。



品質を安定的かつ継続的に
満足させるためには

貯泥

調泥

品質管理

処理土 処理土
29



高含水泥土処理技術

泥土専用処理機による混合攪拌

協会推奨技術：イーキューブシステム（粒状固化工法）
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施工事例

建設汚泥

浚渫土砂
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発注機関・コンサルタント様
建設汚泥リサイクル、浚渫土砂および災害堆積土砂の有効活用
について、リサイクル設計を支援します。

建設汚泥処理

また、要請に応じて泥土を適正に処理するための講義、講演をご
提供いたします。
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排出事業者様
建設汚泥リサイクル、浚渫土砂および災害堆積土砂の有効活用
について、ＶＥ提案、設計変更を支援します。

また、要請に応じて泥土を適正に処理するための講義、講演をご
提供いたします。
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中間処理業者・材料機械メーカー様
泥土処理に使用される固化材においても石炭灰や製紙焼却灰の
他、近年問題となっている廃石膏ボード等の産業廃棄物を有効
利用を支援しています。

また、要請に応じて異業種連携によるリサイクルビジネスの構築を
ご提供いたします。




